
指定管理者制度適用施設の概要・制度適用方法

１ 施設の概要

⑴ 名称 米子市皆生市民プール

⑵ 所在地 米子市皆生温泉三丁目１８番３号

⑶ 構造 プール棟 鉄筋コンクリート造２階建て

管理棟 鉄筋コンクリート造２階建て

トレーニング棟 鉄骨鉄筋造２階建て

⑷ 敷地面積 14,325 ㎡

⑸ 建築面積 プール棟 1,651.30 ㎡（延べ床面積2,102 ㎡）

管理棟 766.25 ㎡（延べ床面積 1,414 ㎡）

トレーニング棟 999.80 ㎡（延べ床面積 1,490㎡）

⑹ 開館日 昭和５５年３月２２日

⑺ 主な施設内容 【プール棟】

大プール 25ｍ 6 コース 水深100cm～120cm

小プール 幼児用（滑り台付き）水深60cm～90cm

観覧席（2階）20 人程度、管理室、監視員室、更衣室、シャワ

ー室（男・女）、多目的更衣室兼シャワー室、身体障がい者用

トイレ、採暖室、

【管理棟】事務室、研修室、

【トレーニング棟】

体育館（バスケットコート 1面、バレーコート 1面、バドミ

ントンコート 1面、卓球 4台、ランニングデッキ 1周 75ｍ）

【駐車場】72台（身体障がい者用 4台）

⑻ 施設の設置目

的（総合計画との

関連性等）

米子市では、体育施設条例に基づき、スポーツの推進及び市民

の心身の健全な発達に寄与するため、体育施設を設置している。

また、米子市の総合計画においては、市民が、年齢や体力に合わ

せて、スポーツ・レクリエーション活動に気軽に取り組むこと が

できる生涯スポーツの推進を図ることとしており、その目的達 成

のため体育施設の管理運営を行っていく。

⑼ 施設の現状 屋内プールは、２５ｍプールと幼児用プールを備え、適切なコ

ース及びクラスの設定をした多くの水泳教室を実施するなど、子

ども、高齢者、身体に障がいのある方を始め、全ての市民に安心

して使用されており、市内のスポーツの普及及び振興並びに市民

の健康増進に資する施設として運営されている。

また、体育館においては、バドミントン教室、ジュニアトライ



アスロン教室などの開催により、広く市民に対してスポーツに親

しむ機会が提供されている。

その他にも、レクリエーションカヌーなど皆生温泉旅館組合と 提

携した体験型観光の実施、全日本トライアスロン皆生大会開催 時

の大会本部としての施設提供など様々な利用促進策が講じられ

ている。

⑽ 施設の運営状
況（令和元年度の

概要

ア 利用人数及び利用料金収入額

※その他収入は、自動販売機手数料等によるものである。

※減免利用について

イ 自主事業

・水泳教室〔一般、幼児、小学生、水中運動〕

・水中運動〔フリーリハビリ〕

・短期水泳教室〔幼児（初心者）、幼児（バタ足 5ｍ以上）、 小学

生（初心者以上）、クロール 13ｍ以上、クロール 25ｍ、3泳法〕

・プチ・レッスン

・バドミントン教室〔Ｊｒ、初心者、中級者、実践練習〕

有料 減免

人数（人） 金額（円） 人数（人） 金額（円）

プール 25,782 8,977,460 27,064 12,594,490

体育館 14,114 448,630 6,131 151,190

研修室 ― ― 846 ―

スポー

ツ教室

17,231 8,669,590 ― ―

イベン

ト

130 75,050 30 0

その他 ― 1,069,849 ― ―

合 計 57,257 19,240,579 34,071 12,745,680

障がい者及びその介護者、高齢者（７０歳以上） 並

びに要介護者及びその介護者

免除

児童、生徒又は学生（日曜日及び土曜日並びに国民

の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日に利用する場合に限る。）

免除

県民の日（９月１２日）に個人利用をする者 免除



・３Ｂ体操〔成人コース〕

・わんぱく体操教室〔児童体育〕

・ジュニアトライアスロン教室

・浮いて待て講習会ほか

オ 管理運営費（支出額の合計） ６７，０７３千円

教室名 参加者数（人） 収入額（円）

延べ人数 実人数

水泳教室 12,536 1,667 7,010,700

短期水泳教室 77 39 70,250

プチ・レッスン 514 514 ―

バドミントン教室 2,316 225 926,530

３Ｂ体操 144 22 79,050

わんぱく体操教室 468 57 110,640

トライアスロン教室 1,767 188 542,670

浮いて待て講習会 507 507 ―

とっとりけん玉道選手権 16 16 4,800

高齢者体力測定会 5 5 ―

ニュースポーツ体験会 21 21 ―

水辺の安全教室 17 17 ―

Jr バドミントン大会 16 16 ―

合計 18,404 3,294 8,744,640



２ 制度適用方法

⑴ 指定の期間

令和３年４月１日～令和８年３月３１日（５年間）

３ 業務の範囲及び管理の基準（主なもの）

業務の範囲

指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。

ア 水泳場の施設、設備及び器具（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。

（ア） 施設等の保守点検、補修及び清掃

（イ） 施設等の警備

（ウ） 浄化槽の維持管理

（エ） ボイラーの保守管理

（オ） 防災設備の点検

（カ） 循環浄化装置の保守

（キ） 施設等に係る経費（電気料金、ガス料金、水道料金、電話料金、燃料費、廃棄物

処分費等）の支払

（ク） 敷地内にある樹木等植物の適切な管理育成

（ケ） 水泳場内に不法投棄又は放置された廃棄物（自転車等）の処分

イ 水泳場の施設等の利用に関すること。

（ア） 使用の許可（以下「使用許可」という。）に係る申請書の受付及び許可書の交付

（イ） 各種届出書の受付

（ウ） 使用料の徴収、減額、免除及び還付

（エ） 利用者の応接

ウ 水泳場の利用の促進に関すること。

（ア） 広報活動の実施

（イ） イベント等の誘致

エ 水泳場の設置目的に適合する自主事業の企画及び実施に関すること。

（ア） 水泳教室の企画及び実施

（イ） その他自主事業の企画及び実施

オ その他水泳場の管理業務のうち、次に掲げるもの

（ア） 管理業務の処理に必要な体制の整備

（イ）情報の公開及び個人情報（米子市個人情報保護条例第２条第３号に規定する個



人情報をいう。以下同じ。）の保護に関する措置

（ウ） 防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保に関する措置

（エ） 事業報告書の作成及び提出

（オ） 経営状況を説明する書類の作成及び提出

（カ）水泳場の施設のモニタリングに関する市の指示に基づく確認並びに資料等の作

成及び提出

（キ） 市が指示する書類、資料等の作成及び提出

（ク） その他水泳場の管理業務に係る庶務、経理等の事務

管理の基準

指定管理者は、次により、水泳場の管理業務を適切に行うものとする。

ア 基本方針

（ア） 指定管理者は、自らの創意工夫をいかし、利用者に対するサービスを向上させ

るとともに、管理経費の縮減を図り、もって市民福祉をより一層増進させなけれ

ばならない。

（イ）指定管理者は、市民が広く利用する公の施設としての水泳場の性格を十分認識

し、利用者にとっての快適な水泳場の環境づくり及びその利用の促進を目指すと

ともに、水泳場の施設等について、日常又は定期に必要な保守業務及び点検業務

を行うことにより最良の状態を維持し、利用者の安全の確保に努めなければなら

ない。

（ウ）指定管理者は、水泳場の利用の促進を図るため、積極的に広報活動を実施する

とともに、水泳場の設置目的に適合した魅力のある自主事業の企画及び実施に努

めなければならない。

イ 基本的事項

（ア） 水泳場の使用時間及び休場日は、体育施設条例第３条に定めるところによらな

ければならない。ただし、指定管理者は、経済部文化観光局長の承認を受けて、

これらを変更することができる。

（イ） 指定管理者は、体育施設条例に基づき、公平かつ公正に使用許可を行わなけれ

ばならない。なお、体育施設条例第５条各号のいずれかに該当する場合は、使用

許可を行ってはならない。

（ウ） 指定管理者は、体育施設条例第８条第２項各号のいずれかに該当する場合は、

使用者又は利用者に対し、使用許可等を取り消し、水泳場の施設等の使用若しく

は利用を制限し、若しくは停止し、水泳場への入場を拒否し、又は水泳場からの

退場を命ずることができる。

（エ） 水泳場の使用料は、指定管理者が、体育施設条例第９条に規定する使用料の金



額の範囲内において、あらかじめ経済部文化観光局長の承認を受けて定め、水

泳場の施設等の使用者から徴収しなければならない。なお、徴収した使用料は、

指定管理者の収入として収受すること。

（オ） 指定管理者は、水泳場の使用料を減額し、又は免除することができる。なお、

減額及び免除の基準は、経済部文化観光局長が定める。

（カ）指定管理者は、経済部文化観光局長が認める場合に限り、水泳場の使用料の全

部又は一部を還付することができる。なお、還付の基準は、体育施設条例第１２

条に規定するもののほか、経済部文化観光局長が定める。

（キ）指定管理者は、米子市情報公開条例（平成１７年米子市条例第２２号）の趣旨

にのっとり、管理業務に関して保有する情報の公開を行うために必要な措置を講

じなければならない。

（ク）指定管理者は、管理業務の範囲内で、個人情報の保護に関し経済部文化観光局

長と同様の責務を有するものとし、経済部文化観光局長の指示に従い、個人情

報の保護のために必要な措置を講じなければならない。

（ケ）指定管理者は、自主事業を実施する場合は、あらかじめ、その内容を経済部文

化観光局長と協議しなければならない。

ウ 管理業務の処理体制に関する事項

（ア） 指定管理者は、管理業務に従事する職員（以下単に「職員」という。）を適正に

配置するほか、管理業務の処理に必要な体制を整備しなければならない。なお、

水泳場には、職員のうちから、水泳場の統括責任者として場長１人を、これを

補佐する者として副場長１人を置くものとする。また、指定管理者は、日本水

泳連盟プール公認規則に規定するプール管理者並びに日本スポーツ協会公認ス

ポーツ指導者資格等水泳教室その他の自主事業及び利用者の安全対策の実施に

必要な資格を有する者を水泳場に置くものとする。

（イ）指定管理者は、職員の名簿を経済部文化観光局長に提出しなければならない。

職員の異動を生じた場合も、同様とする。

（ウ）指定管理者は、職員に対し、管理業務の処理に必要な研修を実施しなければな

らない。この場合において、防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保につ

いては、十分に職員を指導し、及び訓練するものとする。

（エ）指定管理者は、管理業務の処理に関して事故（人身事故、施設等の破損事故等

をいう。）が生じたときは、直ちにその旨を経済部文化観光局長に報告し、その処

理方法について経済部文化観光局長と協議しなければならない。

（オ）指定管理者は、管理業務の処理に関して生じた職員の災害について、全ての責

任を負うこととし、理由のいかんを問わず、市は、何らの責任を負わないもの



とする。

（カ）指定管理者及び職員は、管理業務の処理において知り得た市の行政上の事項そ

の他管理業務の処理に関する一切の事項を第三者に漏らしてはならない。指定

の終了後も、同様とする。

エ その他の事項

（ア） 市は、水泳場の施設等及び水泳場に備え付けられた備品（市の所有に係るも

のに限る。）を、指定管理者に無償で使用させる。なお、指定管理者は、水泳場に

その所有に係る備品を備え付けようとする場合は、あらかじめ、経済部文化観

光局長に報告しなければならない。

（イ） 指定管理者は、管理業務の処理に関して別に会計を設け、経理を明確にして

おかなければならない。

（ウ） 指定管理者は、手続条例第１１条及び手続規則第６条の規定に基づき、毎年度、

事業報告書を作成し、経済部文化観光局長に提出しなければならない。

（エ） 指定管理者は、手続規則第７条の規定に基づき、毎年度、経営状況を説明す

る書類を作成し、経済部文化観光局長に提出しなければならない。

（オ） 指定管理者は、管理業務の処理を第三者に請け負わせ、又は委託してはなら

ない。ただし、あらかじめ経済部文化観光局長の承認を受けた一部の業務（清

掃、警備等）については、この限りでない。

（カ）指定管理者は、水泳場の施設等のモニタリングに関して、経済部文化観光局長の

指示に基づき、確認の作業を行い、及び資料等を作成し、これを経済部文化観光

局長に提出しなければならない。

市が直接行う業務

(1) 水泳場の目的外使用の許可その他の教育委員会に専属する権限に基づく事務に

関すること。

(2) 市が主催する事業の企画及び実施に関すること。

４ 管理業務の処理に必要な経費

指定管理者は、管理業務の処理に必要な経費を、指定管理料並びに水泳場の使用料

及び自主事業の収入によって賄うものとする。なお、指定管理料の額及び支払方法は、

指定管理者が提出する事業計画書及び収支予算書に基づき、市と指定管理者とが協議

し、双方で締結する協定において定める。

５ その他の条件

(1) 指定管理者は、水泳場の管理業務を開始する日までに、市及び現に当該管理業務

を行っている公益財団法人鳥取県スポーツ協会・一般財団法人鳥取県水泳連盟共同

企業体から事務引継ぎを受けなければならない。

(2) 指定管理者は、水泳場の管理業務の処理に当たり、水泳場の利用者で構成する団



体その他関係団体との連携協力に努めなければならない。

(3) 指定管理者は、市が主催する事業（競技団体が実施するものを含む。）に協力しなけれ

ばならない。

(4) 市は、災害の発生その他特別の事情がある場合は、水泳場の施設等を優先的に使用

することがある。この場合において、指定管理者は、これに協力しなければならない。

(5) 市では体育施設の利用予約に際し、指定管理業務の期間中にインターネット予約シス

テムの導入を計画しているため、導入された際には、指定管理者はインターネット予

約システムに必要な体制を整備しなければならない。

(6) 指定管理者は本市の「障がい者就労施設等からの物品等の調達方針」に基づき印刷、

清掃、除草等の作業を、可能な限り、障がい者就労施設等から優先して調達するも

のとする。


